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１ ．は じ め に
　大田市は、島根県の東西のほぼ中央部に位置する、
面積が435.34㎢、人口約 3 万 3 千人の農林水産業が
盛んな地域であり、東西に長い島根県において、東
部の松江・出雲市圏域と西部の浜田・益田市圏域の
中間にあたる県央の中核都市です。
　市内北部は日本海に面し、鳴り砂で有名な天然記
念物「琴ヶ浜」に代表される美しい海岸線が続き、
風光明媚な自然景観、海水浴や釣りなどのマリンス
ポーツが楽しめます。

・大田市は地域資源の宝庫
　2007年に世界遺産に登録された「石見銀山遺跡と
その文化的景観」は、世界に轟いた高品質な銀の産
出量と製錬技術、加えて自然と調和した文化的景観
を有する鉱山として高く評価されています。

安全安心で災害に強いまち
「おおだ」を目指して

〜「自助」「共助」「公助」で取り組む防災・減災対策〜

公益社団法人 全国防災協会　理事
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大田市の位置

・市の特産品
　市の特産品は、日本海で水揚げされるあなごやノ
ドグロ、カレイ、ワカメといった新鮮な海産物です。
　特に、あなごは全国でも有数の漁獲量を誇り、県
内の漁獲量の半数近くが市内で水揚げされ、50㎝を
超える大きなあなごが多く獲れ「大田の大あなご」
としてブランド化に取り組んでいます。「大田の大
あなご」は、脂がのって身が引き締まっているのが
特徴で、市内の飲食店においては天丼やかば焼き、
お寿司、お刺身などが提供されており、あなご料理
が堪能できます。

あなご天丼

あなご寿司

石見銀山遺跡 大森地区の町並み
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　さらに、雄大な景観を誇る「国立公園三瓶山」や、
約 4 千年前の三瓶山の噴火により埋もれた縄文杉の
巨木が展示されている「三瓶小豆原埋没林公園」、
海岸線には樹木が石化した「珪化木」など、火山由
来の資源が数多く存在しており、「石見の火山が伝
える悠久の歴史〜“縄文の森”“銀（しろがね）の山”
と出逢える旅へ〜」として2020年に日本遺産に認定
されました。
　このように、主だったものだけでも世界遺産、日
本遺産、天然記念物、国立公園など地域資源の宝庫
であり、そのほかにも数多くある当市の魅力と合わ
せ、観光資源として活用しています。

2 ．当市における近年の災害記録
【Ｒ 3 年 7 月豪雨】
　令和 3 年 7 月 4 日から12日にかけて、梅雨前線の
影響で山陰地方は記録的な大雨となり、浸水やがけ
崩れなどが相次いで発生しました。当市でも、日降
水量109.5㎜、日最大 1 時間降水量は45.5㎜の豪雨
となり、12日 8 時30分に警戒レベル 4 の避難指示を
発令しました。幸い、人的被害はありませんでした
が、家屋被害として床下浸水 9 件のほか道路、河川、
農地、水道施設などで多くの被害が発生し、108世
帯148人の住民が避難しました。

【Ｈ30年島根県西部地震】
⑴　地震の発生
　平成30年 4 月 9 日午前 1 時32分に市東部（北緯35
度11.0分・東経132度35.2分）の深さ12㎞地点を震
源として「大田市東部を震源とする島根県西部地震」
が発生、規模を示すマグニチュードは6.1、大田町
大田で最大震度 5 強を記録しました。

⑵　地震の特徴
　地震発生からの一週間で、震度 1 以上を観測した
回数は42回で、うち一日当たりの最多は、発生日の
36回でした。 4 月23日に震度 3 を観測して以降、大
きな地震は観測されませんでした。

⑶　地震による被害
　人的被害は、重傷者 2 名、軽傷者 2 名で、幸いに
も死者はありませんでした。
　建物などに対する被害は、震源に近い市内東部か
ら三瓶山周辺の範囲に集中し、国道・県道・市道な
どで15路線が全面通行止め、 5 路線が片側交互通行
となり、県・市管理の漁港・港湾施設では、配水管
の破損、岸壁の亀裂、港湾道路の陥没、護岸の崩壊
などが発生しました。
　また、地震発生直後から市内各地で発生した断水

表− １ 　大田市東部を震源とする島根県西部地震の概要

発生日時
平成30年 4 月 9 日（月）

午前 1 時32分

震 源 地
大田市東部

（北緯35°11.0′・東経132°35.2′）
深さ12㎞

マ グ ニ チ ュ ー ド マグニチュードは6.1

地 震 の 種 類 横ずれ断層型

大田市内の
震 度

震度 5 強 大 田 町 大 田

震度 5 弱 仁 摩 町 仁 万

震度 4 温泉津町小浜

図−１　推計震度分布図

図−２　震度分布図
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は、延べ1,500戸を超え、一時は最大1,100戸余りに
達しました。このような中、県内各市、自衛隊、ネ
クスコ西日本（西日本高速道路株式会社）の給水支
援をはじめとする復旧支援を受けながら、随時、各
地区に応じた給水場所をケーブルテレビや音声告知
放送にて市民へ周知したことにより、大きな混乱が
発生することなく、 5 日後の 4 月14日には、全戸の
断水が復旧しました。
　避難所は、50か所を開設し、最大で192人が避難
しましたが、発生から17日後の 4 月26日に閉鎖しま
した。

⑷　復旧へむけた取り組み
　地震の発生に伴い、市対策本部を設置し情報収集
および自衛隊等関係機関への応援要請・活動調整を
おこない、発生から 2 時間後には、第 1 回災害対策
本部会議を開催。庁内の情報共有を図るとともに報
道機関への情報提供をおこないました。
　また、地震発生直後と午前 6 時の 2 回にわたり、
消防団235名が市内を巡回し、救助活動を要する被
害の発生状況の確認に努め、各地区の被害状況に応
じて、必要となる情報は、市ホームページ、防災行
政無線、ケーブルテレビ、音声告知放送、メール配
信、市広報を活用し周知しました。
　早期に被害状況を把握するうえで、市に寄せられ
た被害情報（住宅、道路、農地など）の多くは電話
によるものであったため、地震発生から 2 日後の 4
月11日から、電話回線を増設し地震総合相談窓口と
コールセンターを設け対応にあたりました。

　今回の地震による被害は、住宅の全壊や公共施設
の破損など多岐にわたりましたが、災害救助法には
該当せず、生活再建支援法（10戸以上の世帯の住宅
が全壊する被害が発生した市町村における自然災
害）の適用となりました（支給件数は、表− 2 のと
おり）。
　この度の地震では、市社会福祉協議会が中心とな
り 4 月13日から災害ボランティアセンターを開設し
たところ、屋根へのブルーシート張り、倒壊したブ
ロック塀などの片付け等、約500件の支援要請があ
り、その要請に対応した災害ボランティアの延べ人
数は2,000人を超えました。また、災害ボランティ
アの協力により、 8 月末までに搬入されたコンクリ
ートブロック、硝子、瓦などの災害廃棄物は、771件、
396ｔに及びました。
　県内外から多くの業務支援を受け、実施した地震
被災地建築物応急危険度判定は約7,000件にのぼり、
被害認定調査の結果、4,625件の「り災証明書」を
発行しました（内訳は表− 3 のとおり）。
　このように災害対応を順次実施する中で、地震活
動も落ち着いてきたことから、市災害対策本部は、
平成30年 4 月30日の第42回災害対策本部会議をもっ
て市災害警戒本部体制に移行し、平成30年 5 月31日
に解散となりました。

3 ．防災への取り組み
⑴　大田市総合防災訓練
　当市では、災害時における連携体制の強化を目的
として、毎年 1 回、市内 7 ブロック（中央・東部・

表− 2 　被災者生活再建支援金支給件数

区　分 全 壊 大規模半壊 半 壊 一 部 破 損 小規模破損 合　計

申 請 件 数 18 7 52 563 3,335 3,975

表−３　被害認定調査結果

区　分 り災区分 損害割合 件　数

住 家

全 壊 50％〜 18

大規模半壊 40％〜49％ 8

半 壊 20％〜39％ 52

一 部 損 壊 10％〜19％ 572

小規模破損 1 ％〜 9 ％ 3,394

被 害 無 〜0.9％ 21

合　　計 4,065

区　分 り災区分 損害割合 件　数

非 住 家

全 壊 50％〜 21

大規模半壊 40％〜49％ 6

半 壊 20％〜39％ 31

一 部 損 壊 10％〜19％ 116

小規模破損 1 ％〜 9 ％ 380

被 害 無 〜0.9％ 6

合　　計 560
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西部・三瓶・高山・温泉津・仁摩）ごとに、地元住
民と防災関係機関が一堂に会した避難訓練などの総
合防災訓練を実施しています。
　山間部に位置する三瓶ブロックでおこなった総合
防災訓練では、豪雨による土砂災害の警戒レベル 3
の高齢者等避難が発令された状況を想定し、新型コ
ロナウイルス感染症対策を考慮した避難所運営をは
じめ、土砂崩落による孤立状況の確認と救助を主な
テーマとして取り組みました。
　訓練は 2 部構成とし、第 1 部では、地元住民によ
る避難訓練、第 2 部では、自主防災組織と連携した
避難所運営をはじめ、消防によるドローンを用いた
被害状況調査、孤立地域での救助などの訓練をおこ
ないました。中でも避難所運営訓練では、段ボール
ベッド、段ボール間仕切りなどを用いて実際の配置
状況や利用方法を確認したほか、日本防災士会並び
に市社会福祉協議会による防災講話、NTT 西日本

（西日本電信電話株式会社）による災害用伝言ダイ
ヤル（171）の使用方法など、災害時に有益な情報
取得方法の紹介をおこない、被災地域における実践
的な対応を確認することができました。

が欠かせませんが、令和 5 年 1 月 1 日現在、市内で
60の組織が結成されているものの、組織率は47.8％
と約半数にとどまっているため、自治会への説明会
や研修会を随時開催して自主防災組織の立ち上げを
推進するとともに基礎機材の購入や更新・修繕にか
かる補助金制度を設け、継続的な活動を支援してい
ます。
　そのほか、市内小・中学校、高等学校や児童クラ
ブ、社会福祉施設でも、段ボールベッドや非常食づ
くり体験などの研修会を開催し、地域防災に関する
知識の醸成と意識の向上に取り組んでいます。

総合防災訓練の様子

⑵　地域防災への取り組み
　地域防災づくりの一環として各町単位の自主防災
組織の結成を支援しています。
　結成された自主防災組織に対しては、活動に対す
る相談対応、防災訓練・防災研修会への講師派遣等
の支援をおこなっており、過去の研修会では、島根
県の関係機関や島根県防災士会と連携し、マイ・タ
イムラインを通して実行性のある防災計画の作成な
どに取り組みました。
　防災活動の着実な実行には、自主防災組織の活動

⑶　防災情報の発信
　当市では、洪水・津波・土砂災害など、自宅周辺
の危険な場所や避難場所を確認できる大田市ハザー
ドマップの作成・配布に加え、これまでの防災・減
災活動を通して市民の防災意識の啓発に努めていま
す。
　大雨や台風の接近に伴う避難指示を日没後に発令
することが予測される場合は、音声告知放送により

自主防災会主催の防災計画づくりの様子

自治会での説明会の様子
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早めの自主避難を呼びかけ、迅速な避難活動を支援
しています。
　災害発生時では、あらゆる手段で、気象情報や避
難情報にアクセスできるよう、防災行政無線や音声
告知放送、ホームページ、メール配信サービスなど
を活用した情報提供をおこなっています。
　さらに、指定緊急避難場所の各地区まちづくりセ
ンター（27か所）における通信手段を確保するため、
令和 2 年度から 3 年度にかけて公衆無線 LAN（Wi-
Fi）環境を整備しました。これにより、災害時に避
難された方が被害情報や避難状況などをはじめとす
る情報をより迅速に受信・発信することが可能とな
りました。

⑷　ハード整備
　市内北部は、山林原野が多く占め、山間部に降り
注いだ雨が市街地や集落を経由して日本海へと注が
れる地形が点在しており、出水期には、谷部の集落
や平地の中心市街地で浸水被害が生じることがあり
ます。
　この対策として、主に排水路の整備を計画的に進
めています。
　温泉津地区では、公共下水道事業（汚水）と世界
遺産である、景観に配慮した環境整備事業を複合的
に実施しており、雨水渠の新設および拡幅により
3.17ha のエリアで浸水対策をおこなっています。
　また、整備を進めている大田町橋北地区は、降雨
時の排水が集中する農業用水路から県河川への排水
を新たに担うバイパスの整備を進めており、令和６
年度の整備完了を目指しています。

4 ．結 び に
　未だ収束の兆しが見えない新型コロナウイルス感
染症の影響で、多くの人が密集・密接する避難訓練
などは十分に実施できない状況にありますが、いつ、
どこで発生するかわからない災害に対し、常に最悪
の状況を想定し、ハード・ソフトの両面において防
災・減災対策を進めることが重要であると強く感じ
ております。
　また、緊急事態に迅速かつ的確に対応できるよ
う、災害時の本部機能の確保などの危機管理体制の
充実・強化に取り組む一方で、自身の命を自分で守
る「自助」、地域のコミュニティで力を合わせて対
応する「共助」、公的機関が救助活動や支援物資な
どの補助をおこなう「公助」の連携した取り組みが
重要であると考え、地域による自主防災組織の活動
や総合防災訓練を継続しておこない、これまで経験
した「大田市東部を震源とする島根県西部地震」や
豪雨災害など、過去の教訓を生かし、より実践的な
防災・減災対策を進め、安全安心で災害に強いまち
づくりを推進してまいります。

温泉津地区の浸水状況

大田町橋北地区の浸水状況
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いのちとくらしをまもる 防災減災

土砂災害専門家（TEC-FORCE高度技術指導班）が
山形県鶴岡市で発生した土砂災害に関する対応について支援します

令和 5年 1月18日 水管理・国土保全局砂防部

https://www.mlit.go.jp/report/press/sabo02_hh_000136.html

　令和 4 年12月31日に山形県鶴
つる
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地内で発生した土砂災害に関して、山形県の要請に
より、土砂災害に対する今後の対応に関する技術的助言を行うため、 1 月20日（金）に土砂災害専門
家（TEC-FORCE 高度技術指導班）を派遣します。

　

１ ． 土砂災害専門家（TEC-FORCE高度技術指導班）
　国土交通省　国土技術政策総合研究所
　土砂災害研究部　深層崩壊対策研究官

　秋
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やま

　一
かず

弥
や

2 ．派 遣 日
　令和 5 年 1 月20日（金）

3 ．派 遣 先
　山形県鶴岡市西目字斎藤

4 ．行　　程
・13：00〜14：30　現地調査（山形県鶴岡市西目字

斎藤）
・15：00〜17：00　山形県庄内総合支庁において現

地調査結果の報告等

鶴岡市 HP より

https://www.mlit.go.jp/report/press/sabo02_hh_000136.html
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https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000245.html

いのちとくらしをまもる 防災減災 令和４年８月大雨関連

福井県 九
く

頭
ず

竜
りゅう

川
が わ

水系鹿
か

蒜
ひ る

川
が わ

全国で初めて「流域治水型災害復旧」を採択
〜「流域治水」の考え方に基づいた制度の活用により、水害に強い地域づくりを推進〜

令和 5年 1月31日 水管理・国土保全局防災課

　令和 4 年 8 月の大雨により甚大な浸水被害が発生した九頭竜川水系鹿蒜川において、全国で初め
て「流域治水型災害復旧」（令和 4 年度創設）を採択し、「流域治水」の考え方に基づいた制度の活
用により、水害に強い地域づくりを推進します。
　なお、福井県では、鹿蒜川流域において、この流域治水型災害復旧に加え、地域交通へ大きな影
響を及ぼした道路や農地などの被災施設の復旧をはじめとしたハード対策、災害危険区域の指定に
よる土地利用規制やタイムライン等の避難行動に資するソフト対策など、地域全体の防災力の向上
に向けた一体的な取組を開始します。

　◯　流域治水型災害復旧について
・災害復旧事業においても、流域治水の考え方に基

づき、上流から下流、本川・支川の流域全体を俯
瞰し、流域全体で水災害リスクを低減する対策を
推進するため、令和 4 年度に創設した制度です（流
域治水型災害復旧制度の詳細は別紙 1 を参照）。

・堤防の決壊や越水が発生した場合、災害復旧事業
により、輪中堤や遊水地、排水施設等を整備し、
遊水機能を確保しつつ家屋浸水を防御すること
で、下流における改修を待つことなく、被災箇所

の再度災害防止を実現するものです（九頭竜川水
系鹿蒜川における流域治水型災害復旧の詳細は別
紙 2 を参照）。

◯　福井県による地域全体の防災力向上に向けた取
組について
　詳細は、別添「参考資料」及び福井県 HP をご
覧ください。

・「鹿蒜川流域 防災・減災プロジェクト」（福井県）
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/
sabo/230126kahiru_bousaigensai_p.html

流域治水型災害復旧制度の創設
○ 災害復旧事業においても、流域治水の考え方に基づき、上流から下流、本川・支川の流域全体を俯瞰し、流域全体で
水災害リスクを低減する対策を推進。

○ 本川上流や支川において堤防の決壊や越水が発生した場合、遊水機能を確保しつつ、早期に浸水被害の軽減が可能な
輪中堤や遊水地の整備を災害復旧事業として実施できる「流域治水型災害復旧制度」を創設。

下流への負荷を考慮した追加対策

を実施 （追加の河川事業で実施）

被災水位に対応して

堤防の嵩上げ、引堤、河道掘削

により背後地全体の浸水を防ぐ

（災害復旧事業又は改良復旧事業で実施）

新たな再度災害防止対策
（流域治水型災害復旧制度）

浸水

これまでの再度災害防止対策

追加対策
（河道掘削等)

引堤・河道掘削等

遊水機能確保

輪中堤

追加対策
（河道掘削等)

下流における改修を待つことなく、
速やかに被災箇所の再度災害防止
を実現

新たな選択肢
を追加

こ
れ
ま
で

拡充の内容

〇河川整備計画に対策が記載されているこ
とや浸水を許容する区域を浸水被害防止
区域等に指定すること等を条件に、災害
復旧事業により、下流における追加の改
修を必要としない対策（輪中堤、遊水地の
整備）を実施可能にする。

〇また、災害復旧事業査定設計委託費補
助の補助対象に、輪中堤、遊水地の整備
を追加する。

査定設計委託費補助 ：査定設計書を作成するための調査、測量、設計
等に要する経費を補助 【 補助率 ：１／２ 】

低い堤防が越水・
決壊し、浸水

新規
事項

輪中堤又は遊水地の整備により、
遊水機能を確保しつつ家屋浸水を
防御

１．ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の本格的実践[１０／１５]

別紙１【出典】
令和４年度 水管理・国土保全局関係 予算概要（令和4年1月）

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo06_hh_000245.html
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/sabo/230126kahiru_bousaigensai_p.html
https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/sabo/230126kahiru_bousaigensai_p.html
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【浸水被害の状況】

面 積：５５ha
家 屋：全壊5戸、半壊39戸、床上浸水62戸、床下浸水33戸
その他：県道、JR北陸本線など

く ず り ゅ う が わ か ひ る が わ

【流域治水型災害復旧】 福井県 一級河川九頭竜川水系 鹿蒜川

②堤防の決壊

左岸堤防決壊

右岸堤防決壊

【事業内容】

事業主体 ： 福井県

河 川 名 ： 一級河川 九頭竜川水系 鹿蒜川

事業箇所 ： 南条郡南越前町南今庄～新道

事業延長 ： ３,１４０ ｍ

事業期間 ： 令和４年度～令和６年度（予定）

事業概要 ： 輪中堤、護岸工 等

右岸堤防決壊 ①家屋浸水

○ 令和４年８月の大雨により甚大な浸水被害が発生した九頭竜川水系鹿蒜川において、全国で初めて「流域治水型災害復旧」（令和４年
度創設）を採択（輪中堤整備など）し、「流域治水」の考え方に基づく水害に強い地域づくりを進めます。

事業イメージ

位置図 平面図

復旧延長 L=3,140m

輪中堤

A-A断面

浸水位

河 道 田 畑 輪中堤 集 落

護岸
（原形復旧）

④護岸損壊③護岸損壊

③

④

別紙２

鹿蒜川流域 防災・減災プロジェクト
○福井豪雨に次ぐ災害となった令和４年８月大雨において、被害が集中した鹿蒜川流域の復旧・復興を迅速かつ確実に進めるため、被
災施設の復旧に加え、早期に効果が発揮される輪中堤などの新たなハード整備および迅速な避難行動につながるソフト対策を一体
的に進めます。

〇県と南越前町が連携しながら、流域全体の被害軽減を目指して実施する対策を「鹿蒜川流域防災・減災プロジェクト」として、進捗
状況を情報発信。流域全体の再度災害防止、防災力向上につなげます。

区分 対策内容 実施主体
工 程

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度～

氾濫をできるだけ防ぐ・減らす
［防災機能の強化］

輪中堤整備（一級河川 鹿蒜川）

県
河道拡幅 （一級河川 鹿蒜川）

砂防設備整備（鹿蒜川、鹿蒜川支川）

治山ダム整備

氾濫をできるだけ防ぐ・減らす
［被害を受けた施設の早期復旧］ 河川・道路・農地・農林施設・水道等の復旧 県、町

被害対象を減少させる 災害危険区域の指定による土地利用規制 町

被害の軽減、早期復旧・復興

浸水害・土砂災害対応タイムラインの作成・運用
※的確な避難情報発令の判断に活用（水位計・カメラも参照）

県、町ＷＥＢやＳＮＳ等を活用し、住民に避難情報を確実に伝達
する体制・手段の改善
自主防災組織未結成集落への組織設置に関する説明会実施
既自主防災組織の活動（備品購入・避難訓練等）支援 町

指 定 土地利用規制

運 用

水位計・カメラ
設置 運用 改善タイムライン作成

説明会等 随時開催

検討・整備

(イメージ)

日
野
川

河道拡幅

輪中堤

南今庄

かひるニュータウン

下新道

大桐

水位計、河川監視カメラ設置

砂防施設

砂防施設

河道改修

橋梁災（大桐１号橋）
砂防施設

砂防施設

輪中堤

上新道

治山ダム

治山ダム

輪中堤
砂防施設

下

下水

下

水

宅

宅

宅

輪中堤

宅

宅
橋梁災（町道橋）

凡例

令和４年８月大雨浸水範囲

一級河川管理区間

護岸、道路路肩等復旧箇所

水道施設復旧箇所

下水道施設復旧箇所

宅地内堆積土砂排除箇所

水

宅

下

位置図

日野川

九頭竜川

鹿蒜川 R4.8.5被災時

右岸堤防決壊

南今庄

被災状況

落橋

県道今庄杉津線

R4.8.5被災時

南今庄

国
道
365
号

全体事業費 約８２億円

下

水

下

水

下

※大桐地区の対策は調整中

整 備用地取得

用地取得・整備

整 備用地取得

整 備

復 旧

いまじょうすいづせん みなみいまじょう

参考資料
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公益社団法人全国防災協会 理事　松田　芳夫

河川入門講座 ⑻

河川の流水の使用（その２）

　水利権の許可と一口に言っても、実際の審査とそ
の考え方は技術的、社会的に複雑ですが、出来るだ
け要点をお話しします。

　まず、わが国の河川の流水は季節的に大きく変動
するので、河川の流水の量（流量）がどういう状態
の時を基準にして考えるかが難しい問題です。

　渇水期で河川水の流量が少ないときは、既に取水
の権利を持っている水利権者でも取水できないこと
もありますし、流量の多い洪水時に好きなだけ取っ
ていけといわれても困ります。
　現在の水利権行政では10年に 1 度の渇水流量（基
準渇水流量）を基準にしています。
　あの大河の利根川といえども渇水流量というと中
流部でわずか毎秒80〜100立方メートルくらいしか
ありません。
　水資源として安定的に利用できる河川の流水は雨
量の豊富なわが国でもそう大きいものではないので
す。

　しかも河川からの取水は、古くから稲作に不可欠
な農業用水として長い歴史があり、河川法が制定さ
れた明治中期の時点で、農業開発の進んだ大河川で
は既に渇水流量を使い尽くしており、新規の水利用
の割り込む余地は殆ど無かったといわれています。
　そのような状況下で近代に至り、水道、発電、工
業用水などの新しい水需要が発生したので水争いは
深刻化したわけです。

　河川の流水は水利用に取水されるばかりではな
く、魚類をはじめ水棲生物にとっても不可欠な存在
ですし、景観や舟航のためにも必要です。
　このような河川本来の機能の維持のために必要な

流水を“河川維持流量”といいこれに既得の水利権
者の取水量とを合わせたものを“正常流量”と呼ん
でいます。
　河川管理上の支障や既得の取水者とのトラブルを
発生させること無く、新しく水利権を設定するには、
基準渇水流量から正常流量を引いてさらに余裕があ
る場合に限られることになります。
　今のわが国の河川では、既に取水が大巾に進み、
渇水時には河川維持流量の確保もままならぬような
有様ですから、新規の水利権の設定は著しく困難な
のです。

　この難問に対処する方法がダムによる貯水です。
　洪水時の流水をダム湖に溜めておき、必要時に放
流したものを下流で取水するという原理ですが、ダ
ム建設をめぐる集落移転、自然環境破壊など多くの
難問が新しく発生しました。
　現在では治水目的の洪水調節機能とをあわせ持つ

“多目的ダム”の建設が殆んど唯一の解となってい
ます。
　新規の水利権は多目的ダム事業に参画することに
よって取得できるというのが一般的です。

　水利行政の今後の課題として取水の安定性と確実
性の確保があります。
　今の水利権は10年に 1 度の渇水流量を基準にして
いるのですから、平均的にも10年に 1 度は取水でき
ず節水や断水の可能性がありますが、地球温暖化や
異常気象のせいか、近頃は、渇水が数年に 1 度と頻
度が増しているようです。
　今後は取水量の名目上の確保ではなく、取水量を
減らしても渇水に対する安全性の向上を図る対策が
必要になるものと思われます。
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箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額

(4) (117,000) (4) (117,000)

北 海 道 237 9,807,700 1 40,000 14 2,417,000 252 12,264,700 

<5> <32,534> <5> <32,534>

(2) (500,000) (2) (500,000)

青 森 539 19,679,734 539 19,679,734 

(3) (71,000) (3) (71,000)

岩 手 269 4,370,452 1 14,000,000 2 280,000 2 40,000 274 18,690,452 

<1> <4,000> <31> <1,334,877> <32> <1,338,877>

(6) (77,800) (9) (3,473,568) (15) (3,551,368)

宮 城 1,183 15,584,100 1 2,040,000 164 10,019,445 1,348 27,643,545 

(1) (19,000) (1) (19,000)

秋 田 389 12,767,800 1 60,000 390 12,827,800 

(5) (1,057,100) (5) (1,057,100)

山 形 319 20,424,814 2 560,000 321 20,984,814 

<34> <6,997,000> <34> <6,997,000>

(12) (1,305,400) (12) (1,305,400)

福 島 175 6,123,600 1 190,000 158 13,541,400 1 6,000,000 335 25,855,000 

(1) (340,000) (1) (340,000)

茨 城 1 340,000 1 340,000 

栃 木 4 40,000 1 30,000 5 70,000 

群 馬 4 97,500 1 90,000 1 90,000 6 277,500 

(2) (735,000) (2) (735,000)

埼 玉 17 1,636,400 17 1,636,400 

千 葉 2 14,000 1 370,000 3 384,000 

神 奈 川 1 13,191 1 13,191 

(5) (722,000) (5) (722,000)

新 潟 8 725,000 359 17,362,238 5 870,000 3 350,000 1 15,000 376 19,322,238 

富 山 21 295,500 1 21,000 1 170,000 23 486,500 

(5) (98,000) (5) (98,000)

石 川 332 7,986,600 13 249,200 345 8,235,800 

<3> <13,000> <3> <13,000>

(1) (3,200) (1) (3,200)

福 井 263 21,110,828 1 20,000 264 21,130,828 

山 梨 3 917,200 1 15,000 4 932,200 

長 野 179 4,857,700 5 1,270,000 5 175,000 189 6,302,700 

岐 阜 50 5,756,500 1 650,000 27 759,000 2 650,000 80 7,815,500 

<1> <280,000> <5> <1,107,345> <6> <1,387,345>

(4) (85,000) (4) (85,000)

静 岡 26 1,314,000 426 24,922,575 452 26,236,575 

愛 知 17 961,000 9 289,000 1 9,000 27 1,259,000 

三 重 74 1,399,189 2 245,000 35 627,200 111 2,271,389 

滋 賀 22 937,000 22 937,000 

京 都 66 606,240 1 6,200 67 612,440 

大 阪 3 88,000 3 88,000 

兵 庫 14 220,000 3 20,000 17 240,000 

奈 良 9 116,500 2 450,000 5 146,000 16 712,500 

和 歌 山 14 415,500 14 415,500 

鳥 取 1 19,000 1 19,000 

島 根 46 463,941 3 379,700 23 662,600 1 130,000 73 1,636,241 

岡 山 16 338,590 1 130,000 2 26,600 19 495,190 

広 島 48 348,200 96 2,245,421 144 2,593,621 

山 口 207 2,739,000 1 300,000 198 5,009,000 406 8,048,000 

徳 島 51 573,600 51 573,600 

香 川 4 88,000 1 200,000 5 288,000 

(1) (3,500) (1) (19,900) (2) (23,400)

愛 媛 18 219,000 6 463,000 165 2,133,000 1 19,900 190 2,834,900 

<1> <3,500> <1> <3,500>

高 知 10 579,000 3 600,000 249 5,356,900 262 6,535,900 

福 岡 36 898,000 6 1,720,000 18 454,000 60 3,072,000 

<2> <88,000> <2> <88,000>

佐 賀 15 160,000 3 988,000 23 278,000 41 1,426,000 

<1> <5,000> <2> <155,000> <3> <160,000>

長 崎 23 160,500 5 530,000 5 335,000 1 20,000 34 1,045,500 

<3> <19,500> <3> <19,500>

(1) (2,500) (1) (2,500)

熊 本 197 3,232,742 1 950,000 19 380,400 275 16,335,680 1 2,500 493 20,901,322 

<1> <400,000> <5> <800,000> <6> <1,200,000>

(1) (7,000) (1) (7,000)

大 分 57 1,437,100 1 200,000 2 600,000 13 298,000 369 11,162,450 442 13,697,550 

<6> <940,000> <6> <940,000>

(6) (520,000) (6) (520,000)

宮 崎 29 269,000 1 120,000 4 143,000 7 31,600 1,413 38,691,500 1,454 39,255,100 

<7> <730,000> <7> <730,000>

鹿 児 島 155 2,511,536 2 304,000 14 215,526 162 3,807,498 333 6,838,560 

<1> <35,000> <1> <35,000>

沖 縄 8 195,471 1 35,000 9 230,471 

(6) (87,800) (6) (87,800)

仙 台 2 30,000 21 476,800 23 506,800 

(14) (908,760) (14) (908,760)

静 岡 2 320,000 118 6,774,000 120 7,094,000 

浜 松 5 217,000 1 1,193,000 33 985,000 39 2,395,000 

京 都 1 54,000 1 54,000 

広 島 5 82,876 5 82,876 

<1> <51,000> <1> <51,000>

北 九 州 1 51,000 1 51,000 

<11> <334,534> <66> <8,731,877> <33> <3,929,345> <110> <12,995,756>

(35) (3,403,600) (1) (340,000) (27) (4,866,768) (25) (1,520,760) (2) (22,400) (90) (10,153,528)

8 725,000 5,465 169,076,175 57 26,803,700 5 2,580,000 365 25,349,845 54 931,726 3,729 122,560,091 25 9,313,400 9,708 357,339,937 

直 轄 計 3 725,837 94 16,468,762 1 124,000 9 5,162,000 29 3,989,588 5 2,556,507 141 29,026,694 

合 計 11 1,450,837 5,559 185,544,937 57 26,803,700 6 2,704,000 374 30,511,845 54 931,726 3,758 126,549,679 30 11,869,907 9,849 386,366,631 

合 計

補 助 計

冬 期 風 浪 及 び 風 浪 豪 雨 地 す べ り 融 雪 地 震 梅 雨 前 線 豪 雨 台 風 そ の 他

令和 4 年　発生主要異常気象別被害報告 令和 5 年 1 月31日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2 回（15日、月末）国土交通省 HP で公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html


（12） 第 884 号 防 災 令 和  5  年  2  月  1  日

箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額 箇所数 金額

石 川 1 30,000 1 30,000 

兵 庫 1 700,000 1 700,000 

和 歌 山 2 1,240,000 2 1,240,000 

1 30,000 3 1,940,000 4 1,970,000 

合 計 1 30,000 3 1,940,000 4 1,970,000 

合 計

補 助 計

冬 期 風 浪 及 び 風 浪 豪 雨 地 す べ り 融 雪 地 震 梅 雨 前 線 豪 雨 台 風 そ の 他

令和 5 年　発生主要異常気象別被害報告 令和 5 年 1 月31日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2 回（15日、月末）国土交通省 HP で公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html
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